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（所内研究報告：人口）情報

『日本における中長期在留外国人の移動過程に関する縦断調査』

について

是川 夕＊

Ⅰ いま，なぜ日本で学ぶ留学生についての調

査が必要とされているのか？

日本では1990年代以降，中長期にわたって日本

に暮らす外国人人口が増え続けている。こうした

人たちの多くが留学生として日本に来た後，日本

で就職し，あるいはその後結婚して家族を持つな

ど，日本で中長期にわたって暮らすようになった

人たちであると考えられる（図1参照）。

しかし，日本ではこうした人たちの存在につい

てあまり知られていないといえよう。メディアな

どではいまだに「外国人＝一時的に日本に滞在す

る人」ととらえる傾向が強く，学校，職場そして

地域で同じ社会のメンバーとして暮らす外国人に

ついてはよく知られていないのが現状である。こ

のような問題意識から，2017年度から2020年度の

4年間にわたって，日本で学ぶ留学生や元留学生

の人たちへ継続調査を行うこととした。

＊国立社会保障・人口問題研究所 国際関係部第2室長
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出所：是川（2018）。

図1 中長期在留外国人の推移，在留資格の内訳
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Ⅱ 本調査を行うことで何がわかるのか？

本調査では（日本語学校を中心とした）日本の

学校に在籍する留学生の来日前の状況，来日の目

的から現在の生活の状況や将来的な展望など，さ

まざまな事柄について調査する。また，調査への

継続的な協力を承諾してくださった方々に最大で

4年間にわたって継続調査を行うことで，その生

活状況の変化を追跡調査する予定である。

本調査の結果，先に示したような移動のプロセ

スを経ることで，当初は日本語学校への留学生と

して来日した外国人が，次第に日本社会において

生活を確立していくようすが明らかになると考え

られる。これは留学生を（デカセギ目的などの）

一時的な滞在者と見なすことで，日本社会の重要

なメンバーとしてとらえて来なかったこれまでの

見方とは一線を画すものといえよう（図2参照）。

Ⅲ 本調査の概要（2017年度パイロットサーベイ）

日本語学校に在籍する留学生を対象とした第1

回の調査（パイロット調査）を2018年2月に行った

（図3参照）。以下ではそのあらましを紹介したい。
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年 間
約3.9万人

年 間
約3.0万人

年 間
約1.9万人

年 間
約0.5万人

留　学
（日本語学校）

進　学
（大学など）

就　職 定住化※1 ※2 ※3 ※4

※1　日本語教育機関に在籍する留学生の約 1/2に相当（JASSO資料（H29））
※2　※１の値に日本語学校卒業後の進学率（約 70％）を乗じた値。進学率については日本語教育振興協会による調べ（H28）
※3　留学の在留資格から就労を目的とした在留資格への変更分（法務省資料（H29））
※4　H27-8年にかけての永住資格の取得者の増加分に対して永住資格取得者の内，直近の在留資格が就労を目的としたものであった者の割合（約 18%）を

乗じたもの（法務省資料（H25））

出所：是川（2018）。

図2 外国人定住化のプロセス（イメージ）

2017.4 2018.4 2019.4 2020.4 2021.4

後継プロジェクト2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

第1ウェーブ
（追跡調査） （追跡調査） （追跡調査）

第2ウェーブ
（追跡調査） （追跡調査）

第3ウェーブ
（追跡調査）

第4ウェーブ

第5ウェーブ

調
査
の
継
続

出所：是川（2018）。

図3 本調査のスケジュール
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出身国を見ると，中国が最も多く，次にベトナ

ム，ネパールなどが続いている。ベトナム，ネ

パールは最近，特に増えている送り出し国であ

る。在留資格は留学が約94％を占めるが，中には

定住者，永住者，日本人の配偶者等，家族滞在，

ワーキングホリデーの人もいることが見て取れる

（図4参照）。

性別を見ると，男性が189人，女性が151人，そ

の他が2人であった。年齢を見ると，18〜25歳に

かけての人が最も多いが，20歳代後半〜30歳代前

半の人もいる（図5参照）。

現在居住している都道府県は東京都が最も多

く，次いで福岡県，大阪府，愛知県などとなって

いる。留学生が学んでいるのは，東京のような大

都市だけではなく，日本全国に広がっていること

がわかる（図6参照）。

また，日本での居住期間を見ると，1年未満と来

日直後の人が最も多いことがわかる。これは日本

語学校が来日の最初の入り口となっていることを

示すものといえる（図6参照）。

現在の日本語能力についてみると，日本語能力

検定試験の級で3級から2級の人が多いことがわか

る（図7参照）。

日本に来る前の学歴を尋ねたところ，高校が全

体の40.5％と最も多かったものの，大学卒業，及

び短大卒業程度の人がそれぞれ29.6％，7.9％い

た。また，専門学校卒や大学中退の人もいるな

ど，全体的に学歴は高めといえるだろう（図8参

照）。

また，父親の学歴を尋ねると，大学卒業が最も

多く，それに次いで高校卒業，そして大学院修士

課程と続く。全体として高学歴の父親を持つ人が

多いことがうかがわれる（図8参照）。

主な収入源について尋ねたところ，アルバイト

が最も多かったものの，家族からの仕送りと回答

した人も4割程度いた。また，1ヶ月の収入を聞い

たところ，0〜19万円程度が全体の9割近くを占め

ていた（図9参照）。

毎月の家族への仕送りの有無，及び額を尋ねた

ところ，84.4％の人がしていないと答えた。ま

た，している人の内，約78％は1〜5万円の範囲で

あることがわかった（図10参照）。

また，毎月の経済状況について尋ねたところ，

62％の人が普通と答えた一方，約25％に相当する

人がどちらかというと苦しい（「大変苦しい」と

「やや苦しい」の合計）と答えた（図11参照）。

日本語学校を卒業後，どのような進路に進みた

いか尋ねたところ，全体のおよそ半数超の人が日

本の大学，大学院に進学したいと答えている。ま

た，日本の専門学校に進学したいと答えた人も全

体の約2割程度おり，日本で働きたいと答えた人

も約16％いた（図12参照）。

Ⅳ まとめ

こうした結果から見えてくるのは，日本語学校

で学ぶ留学生の多くは，本人及び父親の学歴が比

較的高く，しかも卒業後の進学・就労意欲も強い

傾向にあるということである。経済状況について

も，アルバイトをしている人は約半数にとどま

り，その暮らし向きも60％超の人が普通と答えて

いるなど，おおむね良好といえるだろう。今後の

調査でこうした傾向がより正確に把握されること

が期待される。

参考文献

是川 夕（2018）『日本における中長期在留外国人の移動

過程に関する縦断調査：調査の設計と第1回調査結果

（2017年度）の概要』（http://www.ipss.go.jp/projects/j/

PSIJ/%E3%83%91%E3%83%B3%E3%83%952017.pdf

（最終閲覧日：2018年12月10日）。

（これかわ・ゆう）

『日本における中長期在留外国人の移動過程に関する縦断調査』について 569



0503_社会保障研究_【是川】_3K.smd  Page 4 19/03/12 12:56  v3.40

社 会 保 障 研 究 Vol. 3 No. 4570

0

10

20

30

40

50

60

70

80
総数=335人 総数=335人

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1年未満 1年 2年 3年 4年 5-9年 10-14年 15-19年 20年以上東京都 福岡県 大阪府 岩手県 愛知県 福島県神奈川県 岡山県 埼玉県 京都府 その他

77

157

76 80

7 73 2 1 2

53

47

29 29
27

19
15 14 14

11

現在住んでいる都道府県 日本での居住期間
（人） （人）

出所：是川（2018）。

図6 現在住んでいる都道府県，日本での居住期間
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図8 日本に来る前の学歴，父親の学歴
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図9 主な収入源，収入額
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図12 将来の展望
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図10 家族への仕送り額（月額）
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図11 現在の経済状況


